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実務対応報告第18号 
「連結財務諸表作成における在外子会社の 
会計処理に関する当面の取扱い」の改正 
有限責任 あずさ監査法人　会計・審査統括部

シニアマネジャー　中根　正文

企業会計基準委員会（ASBJ）は平成27年3月26日に、改正実務対応報告第18 号 
「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」を公
表しました。
今回の改正の対象である、実務対応報告第18号「連結財務諸表作成における在
外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」は、平成18年に公表された後、平
成 22 年に 1 度改正されており、今回は 2 度目の改正ということになります。
本稿では、今回の改正によって実務対応報告第18号のうち、どの定めが、どの
ように改正されたについて解説を行います。なお、本稿では、今回の改正前の
ものを「改正前の実務対応報告第18号」、改正後のものを「平成27年改正実務
対応報告第18号」と呼んで区別することとしますが、改正前後に関係なく両者
に該当する定めについて言及する場合には、単に「実務対応報告第18号」と呼
ぶこととします。また、本文中の意見に関する部分は筆者の私見であることを、
あらかじめお断りいたします。

 

【ポイント】
◦	�今回の改正は、日本基準に従って連結財務諸表を作成し、在外子会社を有

する会社に関連する。また、実務対応報告第24号も変更されることにより、
在外関連会社にも関連する。

◦	�のれんの償却について、在外子会社・在外関連会社がのれんを償却してい
ない場合に限り修正するよう改正されている。

◦	�少数株主損益の会計処理について、連結会計基準が改正され、国際的な会
計基準との差異がなくなったため、修正項目から除外されている。

◦	�退職給付会計における数理計算上の差異の費用処理について、文言の明確
化が図られている。

◦	�今回の改正は、原則、平成27年4月1日以降に開始する連結会計年度の期
首から適用するが、早期適用もできる。また、のれんに対する経過措置が
ある。

◦	�最近のIFRSの開発動向を踏まえ、修正項目に新たに追加すべきものにつ
いて、今後、検討を行う予定とされている。
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1	 �ここでいう在外子会社の財務諸表には、所在地国で法的に求められるものや外部に公表されるものに限らず、連結決算手続上利用するために内部
的に作成されたものを含みます。

2	 �実務対応報告第 18 号は、これらの修正「項目以外についても、明らかに合理的でないと認められる場合には、連結決算手続上で修正を行う必要
があることに留意する」（この点については、本稿Ⅵで解説しています）とした上で、「なお、当面の取扱いにおいて示した項目以外についても、
継続的に適用することを条件として、修正を行うことができる。その場合、重要性が増しているわけではないが、これまでと同一の会計事実につ
いて新たに修正を行う場合には、会計方針の変更として取り扱うこととなる」としています。

Ⅰ 改正によって影響を受ける範囲

実務対応報告第18号は、日本基準を用いて連結財務諸表を
作成する際の、在外子会社の会計処理に対して適用されます
（平成27年改正実務対応報告第18号「目的」参照）。そのため
今回の改正は、日本基準に従った連結財務諸表を作成し、在
外子会社を有する会社に関連します。
また、後述のⅣで説明するように、実務対応報告第18号の
定めを準用している実務対応報告第24号「持分法適用関連会
社の会計処理に関する当面の取扱い」（以下「実務対応報告第
24号」という）の定めの一部も、変更されることになります。
その結果、今回の改正は、日本基準を用いて作成される連結
財務諸表上の在外子会社の会計処理のみならず、在外関連会
社の会計処理にも関連します。

Ⅱ 改正前の実務対応報告第 18 号の概要 
－修正 5 項目

連結財務諸表を作成する場合、同一環境下で行われた同一
の性質の取引等について、親会社および子会社が採用する会
計方針は、原則として統一しなければならないこととされて
います（企業会計基準第22号「連結財務諸表に関する会計基
準」（以下「連結会計基準」という）第17項参照）。しかし、実
務対応報告第18号は、当面の取扱いとして、在外子会社の財
務諸表1が国際財務報告基準（IFRS）または米国会計基準（U.S. 
GAAP）に準拠して作成されている場合には、当面の間、それ
らを連結決算手続上利用することができるものとしています。
ただし、この当面の取扱いを用いる場合であっても、重要性
が乏しい場合を除き、連結決算手続上、当期純利益が適切に
計上されるよう当該在外子会社の会計処理を修正しなければ
ならないとし、具体的に修正対象となる項目を5つ列挙してい
ました2。

Ⅲ 平成27 年改正実務対応報告第18号に
よる改正の概要－ 3 項目を改正

1.	改正対象となる3項目

前掲のⅡで説明した、改正前の実務対応報告第18号が定め
ていた修正5項目について、平成27年改正実務対応報告第18
号において、次のような改正が行われています。

改正前の実務対応報告 
第18号で定められていた 

修正5項目

平成27年改正実務対応報告第18号

改正の有無と性質 改正の詳しい内容

のれんの償却 改正 本稿Ⅲ 2．参照

退職給付会計における数理
計算上の差異の費用処理

明確化
（変更ではない）

本稿Ⅲ 4．参照

研究開発費の支出時費用
処理

－

投資不動産の時価評価およ
び固定資産の再評価

－

少数株主損益の会計処理 削除 本稿Ⅲ 3．参照

これらの改正内容について、以下の2. から4. で詳しく解説
していきます。

2.	�のれんの償却に関する取扱い－修正項目の内容を 
一部改正

改正前の実務対応報告第18号は、前掲Ⅲ 1.の修正5項目の1
つとして、のれんの償却を認めないIFRSとU.S. GAAPの処理
を連結決算手続上で償却する（その計上後20年以内の効果の
及ぶ期間にわたって、定額法その他の合理的な方法により規
則的に償却し、当該金額を当期の費用とする）ための修正を求
めていました。
しかし、平成26年1月にU.S. GAAPが改正され、非公開会
社はのれんを償却する会計処理を選択できるようになりまし
た。これを受け、平成27年改正実務対応報告第18号は、在外
子会社がのれんを償却していない場合に限り修正を求めるよ
うに改正されています。
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3	 �たとえば、2014 年 9 月の審議資料の別紙 1第 10 項を参照。https://www.asb.or.jp/asb/asb_j/minutes/20140922/20140922_09.pdf

3.	�少数株主損益の会計処理に関する取扱い 
－修正項目の削除

改正前の実務対応報告第18号は、前掲Ⅲ 1.の修正5項目の1
つとして、在外子会社における当期純利益に少数株主損益が
含まれている場合には、連結決算手続上、当該少数株主損益
を加減し、当期純利益が（日本の親会社の連結における従来の
処理と同じように）親会社持分相当額となるよう修正すること
を求めていました。
平成25年9月に連結会計基準が改正され、連結財務諸表上、
それまでの「少数株主損益調整前当期純利益」を「当期純利益」
として表示した上で、「親会社株主に帰属する当期純利益」を
区分して内訳表示または付記することとなりました。その結
果、「少数株主損益の会計処理」に関する取扱いについての国
際的な会計基準との差異がなくなったことから、平成27年改
正実務対応報告第18号から、この修正項目は削除されていま
す（この削除により、修正項目は改正前の5項目から4項目に
減少します）。

4.	�退職給付会計における数理計算上の差異の費用処理 
－修正項目の明確化

平成27年改正実務対応報告第18号において、前掲Ⅲ 1.の修
正5項目のうち、「退職給付会計における数理計算上の差異の
費用処理」の定めの文言が次のように修正されています。

改正前の実務対応報告 
第18号

平成27年改正実務対応報告 
第18号

在外子会社において、退職給付
会計における数理計算上の差異

（再測定）をその他の包括利益
で認識し、費用処理することなく
純資産の部に計上している場合
には、連結決算手続上、企業会
計基準第 26 号「退職給付に関
する会計基準」に従った、当該
金額を平均残存勤務期間以内の
一定の年数で規則的に処理する
方法（発生した期に全額を処理す
る方法を継続して採用することも
含む。）により、当期の損益とす
るよう修正する。

在外子会社において、退職給付
会計における数理計算上の差異

（再測定）をその他の包括利益で
認識し、その後費用処理を行わ
ない場合には、連結決算手続上、
当該金額を平均残存勤務期間以
内の一定の年数で規則的に処理
する方法（発生した期に全額を処
理する方法を継続して採用するこ
とも含む。）により、当期の損益
とするよう修正する。

この改正の理由や背景について、平成27年改正実務対応報
告第18号は「当面の取扱いにおける『（2）退職給付会計におけ
る数理計算上の差異の費用処理』について、従来から修正項目
としていた部分に限られることの明確化を図るため、所要の改
正を行った」と言及するのみですが、ASBJによるこれまでの
審議の経緯3を踏まえれば、次のように考えることができます。
すなわち、改正前の実務対応報告第18号の定めは、数理計

算上の差異の発生後、それをまったく費用処理しないIFRSの
会計処理を、連結決算手続上で費用処理するように修正する
ことを意図したものと考えられますが、改正前の文言によれ
ば、それ以外の基準間の細かい差異についても、企業会計基
準第26号「退職給付に関する会計基準」に従った会計処理とな
るように修正を求められるという誤解が生じる可能性があった
ため、文言の明確化が行われたものと考えられます。

Ⅳ 在外関連会社の会計処理に関する 
当面の取扱い

実務対応報告第24号は、在外関連会社に対する当面の取扱
いとして、実務対応報告第18号の在外子会社に対する当面の
取扱いに準じた処理を認めています。平成27年改正実務対応
報告第18号の定めが上記のように改正されたため、それを準
用する実務対応報告第24号の取扱いも同様に変更されます。

Ⅴ 適用時期等

平成27年改正実務対応報告第18号の適用時期は、次のとお
りです。

原則 平成 27 年 4 月 1日以後開始する連結会計年度の期
首から適用する。

早期適用 「少数株主損益の会計処理」に関する取扱いを除き、
公表後最初に終了する連結会計年度の期首から適用
することができる。早期適用する場合、連結会計年度
中の第 2 四半期連結会計期間以降からも適用するこ
とができる。

いずれのケースでも、のれんに対する次の経過的な取扱い
に従うこととされていますが、連結会計年度中の第2四半期連
結会計期間以降に早期適用する場合、連結会計年度の期首に
遡って適用することとされています。

適用初年度の期首に連結財務諸表において計上されているのれん
のうち、在外子会社が償却処理を選択したのれんについては、企
業結合ごとに次の 2 つの償却年数のいずれかを選択する。
①	� 連結財務諸表におけるのれんの残存償却期間
②	� 在外子会社が採用する償却期間が連結財務諸表におけるのれ

んの残存償却期間を下回る場合は、当該償却期間（当該償却
期間に変更し、変更後の償却期間に基づき将来にわたり償却）
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Ⅵ 今後、実務対応報告第 18 号への追加が 
検討される予定の修正項目

実務対応報告第18号は、そのなかで具体的に掲げた修正項
目（平成27年改正実務対応報告第18号の場合では4項目）以
外についても、「明らかに合理的でないと認められる場合」に
は、連結決算手続上で修正を行うことを求めています。こうし
た修正が求められる理由としては、IFRSまたはU.S. GAAPに
準拠した会計処理が、我が国の会計基準に共通する考え方（我
が国の会計基準に共通する考え方としては、当期純利益を測
定する上での費用配分、当期純利益と株主資本との連繋およ
び投資の性格に応じた資産および負債の評価などが挙げられ
る）と乖離するものであり、一般に当該差異に重要性があるた
め、修正なしに連結財務諸表に反映することは合理的でない
と考えられるためという点が挙げられています。
実務対応報告第18号が平成18年に策定されて以降、平成22
年と平成27年の改正においてそれぞれ1つずつ修正項目の削
減がなされた一方で、新たな修正項目の追加は行われていま
せんが、上記の考え方に該当すると考えられる項目が出てきた
場合には、実務対応報告第18号が定める「明らかに合理的で
ないと認められる場合」として、修正が求められるものと考え
られます。
この点、たとえば平成21年に公表されたIFRS第9号「金融
商品」における、その他の包括利益を通じて公正価値で測定す
る資本性金融商品への投資の公正価値の変動におけるノンリ
サイクリング処理（以下「資本性金融商品のOCIオプションに
関するノンリサイクリング処理」という）は、これに該当する
のではないかとも考えられます。
ASBJは、平成27年改正実務対応報告第18号の審議過程に
おいて、資本性金融商品のOCIオプションに関するノンリサイ
クリング処理を含むいくつかの項目について、修正項目に追加
すべきかを検討したものの、今回の改正では追加を見送って
います。ただし、ASBJは、これらを修正項目として追加する
か否かについて、今後、検討を行う予定としています。

本稿に関するご質問等は、以下の者までご連絡くださいま
すようお願いいたします。

有限責任 あずさ監査法人
会計・審査統括部
シニアマネジャー　中根　正文
TEL: 03-3548-5121 （代表番号）
masafumi.nakane@jp.kpmg.com
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